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労働社会保険制度をめぐる法改正、人事労務管理のトレンドを正射必中します

【特集】4月からの法改正情報

ここがポイント

4月より常用労働者1,000人を超える
事業主は、育児休業の取得状況を年1回
公表することが義務化されます。
公表内容は男性の「育児休業等の取

得率」または「育児休業等と育児目的
休暇の取得率」になります。
公表方法は自社のインターネットや

厚労省のウェブサイト「両立支援のひ
ろば」での公表などがあります。
公表期限は事業年度の終了後、おお

むね3か月以内に公表することとされて
います。

今後予定されている法改正の動きに
は、どのような内容が予定されていま
すか？
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4月からは労働基準法を中心に多方面で法改正行われます。保険料率変更などの毎年恒例の改正
から今後予定されている改正事項も含めて横断的に押さえていきます。

⚫ 育児介護休業法の改正事項

労働法制でいえば、専門業務型裁量
労働制について、対象労働者への同意
等を条件とする改正があります。
また、労働契約法の無期転換ルール

について、無期転換権が発生する契約
更新時に、申込機会や無期転換後の労
働条件を明示義務として追加するなど
の改正等が盛り込まれています。（い
ずれも2024年4月1日施行予定）

分 野 改 正 内 容 関係法令

労働
安全衛生

【割増賃金率引上げ、賃金デジタル支払、安衛法関連】
・月60時間超の時間外労働の割増賃金率の引上げを中小企業にも適用
・労働者の賃金をキャッシュレス決済口座に入金できる制度の開始
・危険有害作業を扱う事業者に一人親方等への保護措置を義務付け

労働基準法
労働安全衛生法

雇用

【雇用保険料率の改定：4月分以降の給与より変更】
・一般事業：13.5/1000⇒15.5/1000
・建設業：16.5/1000⇒18.5/1000
・清酒製造業：15.5/1000⇒17.5/1000

雇用保険法
労働保険徴料徴
収法

医療
【健康保険料率の改定、出産育児一時金の引上げ】
・3月分より都道府県別の協会けんぽの健康保険料率が変更
・4月より出産育児一時金の額を42万円から50万円に引き上げ

健康保険法

年金

【令和5年度の年金額・年金保険料、繰り下げ制度の変更】
・4月分の年金額より増額改定
新規裁定者（67歳以下）：前年比＋2.2％
既裁定者（68歳以上）：前年比＋1.9％

・国民年金保険料は月額16,520円
・特例的繰下げみなし増額制度が開始

国民年金法
厚生年金保険法
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掲載している内容を無断で複写又は使用することを禁止します

那須クラシックカー博物館

個人情報の保護に敏感です

SECURITY ACTION
自 己 宣 言 者

ＳＲＰⅡ認証事務所

るも らぬも【 】

下絵のように群れて泳ぐことを「沢寄り」と
いって、名前の語源とされています。
敵に追われると水上にジャンプして、その跳

躍力は数メートルに及ぶこともあるとか。
「海の貴婦人」と呼ばれるように、銀白色の

美しい姿ですが、内臓の皮膚膜が黒いため「サ
ヨリのような人」といえば腹黒い人のことを指
します。
そんな逸話からか、祝事の食材からは敬遠さ

れているそうですが、淡白で上品な味わいは刺
身や塩焼きで食べると絶品です。
春の旬の季節を迎えるにしたがい、

その魔性の魅力にとりつかれた
「サヨリスト」が増えそうです。

戦時下の賃上げ

電子申請・情報ｾｷｭﾘﾃｨ
宣 言 事 務 所

労働社会保険制度の多くは戦後に生まれたものが多いのですが、戦前もしくは戦中にできた制度も少
なくありません。
例えば、国民健康保険法ができたのは昭和13年（1938年）、船員保険法は同14年、厚生年金保険法

（労働者年金保険法）は同17年と、いずれも日中戦争や太平洋戦争のさなかでした。これらを所管する
厚生省（現在の厚生労働省）が発足したのもこの頃（1938年）です。
なぜ戦時中に格差是正的な法律ができたのか、後世からすると奇妙に映ります。軍事力だけに頼れな

くなった総力戦体制を支える国民の自己主張の高まりと、長期戦に耐えるために戦費を保険料で賄いな
がら、国民の生活向上を図る必要があった政府との思惑が一致した格好でした。
翻って今年の賃上げ。近年まれにみる上昇を示すものの、ロシアのウクライナ侵攻以降、物価高には

追いつかず、実質賃金は前年同月比で賃下げ（マイナス）が続いています。
昨年暮れ、タレントのタモリさんが、テレビ番組で世界を取り巻く現在の日本の状況を

「新しい戦前」と表して話題になりました。「古い戦前」の結末は、戦局の悪化
にともなう統制経済の行き詰まりで、格差是正どころか国が崩壊しました。
古くても新しくても、戦争という手段では賃上げも格差解消も実現されません。
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